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1．はじめに  

我が国は非常に多様な自然災害に曝されており，その被害は大

規模化している。これに対して著者らのグループは，自然災害に

対する曝露およびハードとソフト両面からの脆弱性を評価する枠

組みとして自然災害安全性指標 Gross National Safety for natural 

disasters（以下，GNS）を開発し，都道府県間 1)～2)あるいは中京圏

の市町村間 3)での算出が試みられている。本報は，関東地方の市区

町村間を対象に GNS を算出し，それらを形成する脆弱性指数と曝

露量指数との関係について考察した． 

2．GNS の概要 

 GNS は以下の式を用いて算出する． 

Risk = Σ(Hazard (危険事象) × Exposure (曝露) ) 

               × ΣVulnerability (脆弱性) 
(1) 

式(1)において，Hazardは自然事象が起こる確率を意味するハザー

ド，Exposure は事象の影響に曝されている人口割合，Vulnerability

は社会が持つ脆弱性を表す．GNS を算出する手順は図-1 に示す．

脆弱性にはハード対策とソフト対策がある．ハード対策の各指標

別の全データを表-1 に，ソフト対策の各指標別の全データを表-2

に示す．各項目のデータは継続的に更新できるよう定期的に更新

されるフリーアクセスデータを用いた．なお，ハード・ソフト対

策を算出したデータは総務省統計局が公開している e-Stat
4)のデー

タを中心として算出しているが，市区町村単位で入手できなかっ

たハード対策（公共施設の耐震化率），ソフト対策（食料備蓄・地

震保険加入率）は，都県のデータを市区町村にそのまま用いて算

出した．曝露量には①地震（海溝型地震+直下型地震）②津波 ③

高潮 ④土砂災害 ⑤火山の 5 つの自然災害を対象としている．こ

れらのうち地震，土砂災害，火山災害の曝露量については，市区

町村単位の算出が困難であったため各都県の値を使用している。

一方，津波，高潮の曝露量については，各市区町村の人口のデー

タと国土数値情報のメッシュデータから算出する標高 5m 未満の

地域の分布のデータを重ね合わせ，災害発生の頻度係数を乗じる

ことで曝露量を算出した．高潮においても津波と同様に 5m未満人

口を用いて曝露量を算出した． 

3．算出結果 

3.1. 関東地方での市町村別 GNS 分布 

関東地方を対象として，GNS の算出を行った．図-2に，GNS算

出に掛かる曝露量と脆弱性と脆弱性算出に掛かるハード対策およ

びソフト対策の市町村別分布を示す。ハード対策の脆弱性では鳩

山町，蕨市，酒々井町が低く，ソフト対策の脆弱性では南牧村，
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図-1 GNS の算出手順 2)～4) 

表-1 ハード対策の各指標別全データ 2)～4) 

表-2 ソフト対策の各指標別データ 2)～4) 
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神流町，檜原村が高く評価されている．これら

のハード対策・ソフト対策を等分で合算するこ

とにより，脆弱性の分布が形成されている．曝

露量の分布では利根川の流域周辺である茨城県

と千葉県の県境において，曝露量が高く評価さ

れている．これは，河川の周辺部では，標高 5m

未満の地域に人が密集しているためである．一

方，栃木県，群馬県，埼玉県の自治体の曝露量

が県単位で同じ値となっている。これは曝露量

の算出において，市区町村単位でデータ算出を

行った指標が津波と高潮のみであったためであ

る．GNSの分布では，白子町，江戸川区，荒川

区においてリスクが高いことが確認できる．東

京都では，海抜 0mの地帯が多い下町地域にお

いて GNSのリスクが高く評価されており，曝露

量の市町村別の評価が GNS のリスクに影響を

及ぼしているものと思われる．  

3.2．関東地方の市区町村の曝露と脆弱性の分布 

 図-3は，横軸に曝露量，縦軸に脆弱性をとっ

た関東地方の市区町村の散布図で，破線は関東

地方の全市区町村の平均値，赤線は GNS リスク値の等高

線である．図の右の位置するほど曝露が大きく曝されてお

り，上に位置するほど災害対策が進んでおらず脆弱性が高

くなっている．図の四角で囲った部分は，標高 5m未満の

人口が 0 人のため，津波・高潮の曝露が 0 を示し，都県単

位の曝露のみで算出されているため，曝露が同じ値を示す

自治体が複数存在している．例えば，同じ GNS 値である

茨城県大洗町と神奈川県二宮町と千葉市花見川区では，大

洗町と比較して花見川区は曝露量が高く，脆弱性は低く評

価されている．このように，異なる都県の市区町村におい

ても同様の指標を用いて災害リスクを評価することが可

能となる．つまり，地域レベルできめの細かい災害対策を

行うツールとしても有用である。 

4．おわりに 

 本報では，関東地方を対象として市区町村レベルで自然

災害に対するリスク（GNS）を評価し，都県の GNS の値

の傾向を確認した．また，関東地方の各都県のそれぞれの

市区町村の曝露量と脆弱性の各指標より，市区町村ごとの

自然災害に対する対策の進度の差異を明確に出来た．今後

は，市区町村別の地震，土砂災害の曝露量の算出法の検討を行う予定である． 
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図-3 市区町村の曝露と脆弱性の分布 
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図-2 関東地方の市町村別 GNS 算出結果 
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